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別記様式第７号

新 規 事 業 箇 所 調 書

調書作成年月日 平成２２年 ２月 ９日

事 業 担 当 課 農村整備課

事 業 名 経営体育成基盤整備事業 補助・単独 補助 事業主体 宮城県
の別

（千刈江地区）
せんがり え

施行地名 大崎市古川塚目地内 管理主体 大崎市
おおさきしふるかわつかのめ

大崎土地改良区

根拠法令 土地改良法

事業目的

本地域は，宮城県の北部，大崎市の西部に位置し，市を南北に縦断する東北自動車道

（古川ＩＣ）の東側に展開する南北に細長く拓けた水田地帯である。地区内の水田は，

明治末期から大正初期にかけて１０ａ区画に耕地整理されている。しかし，用排水路は

未分離で，水田は水はけが悪く湿田状態である。また，農道は狭小でほ場も分散してい

るため，水田の汎用化，大型機械の導入など近代的な営農に多くの支障を来しており，

担い手農家，生産組織の育成を阻害している状況である。

よって，本事業により区画形状の拡大，農道の効率配置，用排水路の完全分離化を実

現し，生産コストの低減化と耕地の汎用化を図り，農業経営の近代化による生産性の安

定を図るものである。

事業内容

区画整理工 Ａ＝１２４．４ｈａ

事 業 費

全 体 事 業 費 費 用 負 担 内 訳

国 県 市町村 その他
(受益者)

内用地費 [ ５０ %] [ ３０ %] [ １０%] [ １０ %]

11.87億円 0.00億円 5.93億円 3.56億円 1.19億円 1.19億円

※ 金額は地方事務費を含まないもの。

事業期間

事 業 期 間 平成２２年度～平成２７年度（ ６年間）

用地買収着手予定年度 平成 －年度 工 事 着 手 予 定 年 度 平成２３年度

施設管理の予定

施設項目 道路工 用水路工・排水路工

管理区分 大崎市 大崎土地改良区
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上位計画等

○上位計画

本地区は「大崎市古川地域水田農業ビジョン」（平成２１年度策定），「みやぎ農業農

村整備基本計画」（平成１８年度策定）の農業振興を目的に実施している。

また，関連事業として，地区内への用水の安定供給を目的とした国営かんがい排水事

業「大崎地区」（Ｈ５～Ｈ２１），「大崎西部地区」（Ｓ６０～Ｈ１７），県営かんがい排

水事業「大崎西部地区」（Ｈ５～Ｈ１０），「大崎西部３期地区」（Ｈ２２～Ｈ２８）が実

施され，基幹的なダム・頭首工・用水路が整備される。

事業を巡る社会経済情勢等

○社会経済情勢

米価の低迷，恒常化した米の生産調整等により生産コストの低減が求められている。

また，農家の高齢化による農業後継者の不足など農業を取り巻く環境は年を追うごとに

厳しさを増している。食料の安定供給のための自給率向上とバランスのある生産のため

には，作業効率を高める水田の大区画化や汎用化が必要であり，地域より基盤整備事業

導入の要望が強い。

○地元情勢，地元の意見

大崎市では，「米政策改革大綱に対応した水田農業モデルづくりプロジェクト」事業

により，西新井上集落営農組合が設立され，農用地利用集積をより推進するため基盤整

備が強く望まれている。

（１）関係市町村，受益者の合意状況

大崎市，大崎土地改良区及び受益者と合意に達している。

（２）営農支援体制

経営体育成支援プロジェクトチーム設立予定（平成２２年４月）

構成メンバー：大崎市，JA古川，大崎土地改良区

（３）地元の事業推進体制

千刈江地区ほ場整備推進委員会（平成１８年６月設立）

事業効果

○想定される事業効果

（１）地域農業の中心となる担い手農家の育成が図られる。

項目＼ 区分 現 況 計 画

個別担い手農家 １０戸 １２戸

農業生産組織 ２組織 －

農業生産法人 － ２法人

（２）営農機械の大型化及び経営規模の拡大により，生産コストが低減する

ア）担い手経営体の地区内経営面積が農地集積により増加する。

項目＼ 区分 現 況 計 画

農地集積面積 67.2(36.6)ha 90.6(90.6)ha

農地集積率 53.0(28.8)% 72.8(72.8)%

※( )内は面的集積(１ｈａ以上の連担団地)

イ）地区内農家の水稲・大豆作付けに係る労働時間が減少する。

項目＼ 区分 現 況 計 画

労働時間 水稲 19.9hr/10a 14.7hr/10a

大豆 6.3hr/10a 3.9hr/10a
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ウ）地区内農家の水稲・大豆作付けに係る生産コストが減少する。

項目＼ 区分 現 況 計 画

生産コスト 水稲 181千円/10a 79千円/10a

大豆 73千円/10a 34千円/10a

エ）地区内の機械台数が減少する。

項目＼ 区分 現 況 計 画

田植機 62台 34台

トラクター 79台 38台

コンバイン 53台 30台

（３）水田の汎用化により土地利用型作物の拡大が図られ，耕地利用率が向上する。

ア）主な作物の作付け面積

項目＼ 区分 現 況 計 画

水 稲 82.6ha 82.6ha

大 豆 33.5ha 37.5ha

枝 豆 0ha 2.9ha

イ）耕地利用率

項目＼ 区分 現 況 計 画

耕地利用率 94% 100%

関連事業の概要・進捗状況等

項目 工 期 進捗率

国営かんがい排水事業 大崎地区 平成 5年～平成21年 100%

国営かんがい排水事業 大崎西部地区 昭和60年～平成17年 100%

県営かんがい排水事業 大崎西部地区 平成 5年～平成10年 100%

県営かんがい排水事業 大崎西部３期地区 平成22年～平成28年 0%

代替案との比較検討

経営体育成基盤整備事業は，農作業の効率性を阻害している小区画水田や幅員の狭い

耕作道路，土水路で狭小な用排水路を一体的に整備し，水田での水稲及び大豆等の生産

性を向上させるとともに，担い手農家を育成、確保することにより，効率的で安定的な

地域農業の確立が出来るものとして選定し導入したものであり,他に代替案はないと判断

した。

コスト縮減計画

現況区画（道・水路配置）を活用した再区画方式を採用し、コスト縮減を図る。
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費用対効果

根拠マニュアル：新たな土地改良の効果算定マニュアル（平成１９年版）

（農林水産省農村振興局企画部土地改良企画課・事業計画課監修））

社会的割引率： ４ ％

便益算定期間： ４６年

基 準 年： 平成２１年

総費用 現在価値（Ｃ） ２，５９７，７４６千円

当該事業による費用 １，０４９，３６０千円

その他費用(関連事業等) １，５４８，３８６千円

年総効果（便益）額 １４９，８３２千円

作物生産効果 ５５，３７０千円

営農経費節減効果 ９５，１８０千円

維持管理費節減効果 ▲７２３千円

耕作放棄防止効果 ５千円

評価期間（工事工期＋４０年） ４６年

割引率 ０．０４

総便益額（Ｂ） ２，７２８，９０３千円

総費用便益比（Ｂ／Ｃ） １．０５

地域指定状況等

本地区は，大崎市が策定する「大崎市田園環境整備マスタープラン」において，環境

配慮地区として位置づけられている。

影響と対策

本地区では環境調査の結果，二ホンアカガエル等の両生類が確認されており，水田と

水路のネットワーク確保のためお助け水路を整備する。また，工事前に水生生物を保護

して工事後再放流する。

事業箇所評価結果

評点による順位 予算化された箇所数 評価結果と予算への反映状況が異なる場合の理由

（低順位にもかかわらず予算化された理由）

経営体育成基盤整備事業
（新規事業箇所） －

６位／１２ ６箇所

対応方針

事業実施
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事業名

（参考資料１）

経営体育成基盤整備事業

事業概要図

施行地名 千刈江地区　　大崎市古川塚目地内
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（参考資料２）

事業概要図

千刈江地区　　大崎市古川塚目地内
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事業名 経営体育成基盤整備事業 施行地名
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施行地名 千刈江地区　　大崎市古川塚目地内事業名

（参考資料３）

事業箇所の状況等

経営体育成基盤整備事業

農道が狭小なため，営農車両のすれ違いや，大型機械の

搬入に支障を来している。

用排兼用土水路なためほ場の排水性が悪く，作付け可能な転作作

物が制限されるなど，効率的な土地利用に支障を来している。
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